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研究成果の概要（和文）：　本研究はアジア地域統括本社の役割が，ASEAN経済共同体（AEC)の発足によって変
化しているかどうか，その関係性について調査研究するものである。
　インタビュー調査の結果からは，これまで部分的な機能を果たしていたり，日本本社の機能を補完しているに
過ぎなかった地域統括本社が，実質的な統括機能を担うようになってきたことが明らかになった。一方で，アン
ケート調査の結果からは，東南アジアにおける地域統括会社の設立は増加しているものの，AECとの関係は確認
できなかった。

研究成果の概要（英文）：This research investigates whether the role of the Asia Regional 
Headquarters in Japanese Multinational Enterprises has changed due to the establishment of the ASEAN
 Economic Community (AEC).
　The results of the interview survey showed that the regional headquarters which has only 
complemented the functions of the Japanese headquarters and hitherto achieving partial functions, 
has come to bear substantial management functions.On the other hand, the results of the 
questionnaire survey were although the establishment of the regional headquarters of Japanese 
Multinational Enterprises in Southeast Asia has increased, the relation with AEC couldn’t be 
confirmed. 

研究分野：国際経営論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の学術的意義としては，まず海外子会社の役割の高度化に関する研究成果を，地域統括本社というマネ
ジメント組織においても適用されるかどうかを検証したところにあり，今回の調査研究からは，地域統括本社に
おいても役割の高度化を確認できたことがあげられる。また，EU設立時のような地域経済統合に合わせた地域統
括本社設立という関係性は，ASEAN経済共同体の設立時には見られなかったことが確認できたことも意義として
挙げられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
（1）多国籍企業の組織のあり方は，時代とともに変化してきている。かつてパールムッター
（1969）は EPGモデルにおいて本国志向の経営と現地志向の経営における組織のあり方の違
いについて明らかにした。1980 年代においてバートレット＝ゴシャール（1989）は集権でも
なく分権でもない理想的な多国籍企業の組織モデルとしてトランスナショナル組織について示
した。その後，バーキンショーら（1998）は，海外子会社の役割について明らかにし，海外子
会社がグローバル戦略の中心的な役割を演じることがあることを明らかにし，ドズ（1996）は
海外に偏在する知識を活用した組織モデル，メタナショナル経営論を展開している。こうした
一連の研究からわかることは，本国中心の経営には限界があること，多国籍企業の発展のため
には，世界各地に遍在する知識を活用した経営が求められていること（安室 2012）である。 
 
（2）研究代表者は，2003年に『日本企業の地域戦略と組織-地域統括本社制についての理論的・
実証的研究』を発表した際，地域統括本社制が集権と分権といった分け方ではない，第三の組
織モデルの可能性を示すとともに，地域統括本社を活用した地域に埋め込まれた知の多国籍企
業内への取り込みの可能性について言及した。但し，その当時の日本の多国籍企業は，日本で
開発した製品を海外に展開する本国中心の経営であり，日本発信型のビジネスモデルであった。
そうしたことから，北米，欧州，アジアの 3つの地域に設立された地域統括本社は，日本本社
の考え方を各地域へ広めるための，いわゆる本社の出先機関的な要素を強く反映したものであ
った。つまり，知識の流れは本国本社から海外現地法人へむかっており（吉原 1989），その
逆はほとんど見られなかった。また，地域統括本社間，もしくは地域間での知識の交流はみら
れなかった（森 2003）。 
 
（3）この状況は，アジア統括本社においてとくに深刻であった。研究代表者は 1990年代後半，
シンガポールにおいてアジアの地域統括マネジメントについて実態調査を行っているが，そこ
で明らかになったのは，アジア地域統括本社といいながらも日本からの地理的な距離の近さか
ら，地域統括本社とは名ばかりで，実態は日本本社の出先でしかなかったということである。
言うなれば「サービスすれど統括せず」という状態であった（森 1998）。要するに，アジア
において地域統括機能は実質的には機能していなかったということである。 
 
（4）ところで，研究代表者は 2010年より欧州における地域統括マネジメントに関する調査を
おこなってきた。この研究調査において，明らかになってきたことは，10年前の欧州地域統括
マネジメントと比べ，地域統括本社を中心とした地域完結型の経営が求められるケースと，本
国本社を中心としてグローバル統合強化の結果，地域統括本社の重要性が低下しているケース
の 2つの傾向が明らかになってきた。また，そのことから，これらの違いは本国本社の経営の
志向性の変化によってもたらされているとの仮説を導くに至っている。 
 
（5）一方で，研究代表者は，アジアにおける地域統括本社制の研究も行ってきた。しかしな
がら，調査研究を行ったのは 1990 年代後半であり，現在，それから十数年が経過している。
その間，経済のグローバル化は格段に進み，日本企業の国際経営が進化しグローバルな経営体
制へと発展してきた。また，アジアにおける市場の発展が見られ，近年，日本企業はアジア地
域統括本社の設立を行ったり，アジア地域でのマネジメントの強化を進めたりするなど（日本
経済新聞 2013年 9月 17日付朝刊），再びアジア地域統括本社設立のブームが起きようとして
いる。しかしながら，1990年代の地域統括本社設立ブームを考えると，それらは単なるブーム
に終わる可能性も否定できない。したがって，日本企業の行動の本質を見極めるため，日本企
業はなぜアジア地域統括本社設立を今設立しようとしているのか，またそれは実体を伴ったも
のなのか，など，その実態を明らかにする必要がある。 
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２．研究の目的 
（1）本研究は，地域統括本社(会社)というマネジメント組織を対象に，その役割の高度化につ
いて調査研究し，多国籍企業の海外子会社の研究における役割の高度化(販売子会社に生産機能
や研究開発機能が付与される)とは異なる視点からの分析を行い，事業組織とは異なるマネジメ
ント組織の役割変化について検討するものである。 
 
（2）また，役割の変化をもたらす要因に，従来の①親会社からの役割の付与，②子会社の選
択，③ローカルでの環境要因，に本国本社の経営志向性を加えることによる組織モデルの発展
を図るものである。その他，ASEAN 経済共同体の発足による地域統括本社(会社)設立ブーム
についても検証し，日本企業が現在設立を進めているアジア地域統括本社(会社)の実態とその
あり方について考察するものである。 

 
３．研究の方法 
 本研究は，シンガポール，香港，タイに設立された日系多国籍企業の地域統括本社に対して
インタビュー調査とアンケート調査を行い，その結果から考察を行うものである。 
 
４．研究成果 
（1）2017 年 3 月香港において地域統括本社（会社）の現状についてインタビュー調査を行な
った。その結果，香港における地域統括本社（会社）の役割が変化していることが明らかにな
った。すなわち，従来は，中国への窓口としての機能が中心であったが，現在は，①日系企業
の生産拠点が中国から東南アジアに拡大したことから広域での統括を行うケース，②香港の統
括機能を中国国内へ移転するケース，③香港におけるビジネスを統括するケース，という 3パ
ターンが明らかになった。 
 
（2）地域統括会社の設立の動きと AEC(アジア経済共同体)の関係や，アジアにおける地域統括
本社(会社)の立地と機能の分散化の傾向を探るためアンケート調査を実施した。アンケート調
査は東南アジアと香港にある日系海外現地法人のうち「統括会社」として登録されている企業
292 社にアンケート用紙を送付し，23社から回答を得た。回収率は 14.0%である。 
アンケート調査の集計結果からは①地域統括本社（会社）の設立は増加しているものの，AEC
との関係は確認できなかった（表１，表 2）。②アジアにおける地域統括本社（会社）の統括範
囲が，過去と比べると拡大しており，特にインドを対象とする統括本社（会社）が増えたこと
が特徴としてあげられた（表 3）。 
 
表 1 地域統括本社（会社）設立状況～海外進出企業 CD-ROM から～ 

 
表 2 地域統括本社（会社）の設立理由 

 



表 3 地域統括会社の統括範囲 

 
（3）アジアにおける地域統括本社（会社）の立地と機能の分散化に関しては①地域統括会社の
立地の分散はみられた（表 1）。②また，かつては日本とのつながりを重視して運営されていた
が，現在はアジアの中心として機能する形で役割が与えられていた（表 4）。③統括機能を内容
によって分散させる企業もみられ，統括機能の分散化傾向も確認された（表 5のその他の記述）。   
 
 
 
表 4 意思決定に重要な役割を担っている組織 

 
表 5 地域統括本社（会社）の業務執行場所 

その他：１と２（コーポレート機能は香港，製造機能は中国法人で地域全体を統括，販売機能は香港およ 
びシンガポールで分担して統括）および１と３。 

 
 
（4）2018 年 3 月にシンガポールにおいて JETRO の他，日系企業 5 社に対してインタビュー調
査を実施した。本調査で明らかになったことは，①アジアにおける地域統括本社（会社）への
権限委譲が不十分であること，②地域統括本社（会社）を持株会社化した後の地域統括会社の
役割が曖昧になっていること，③調査した企業のうちの数社は，地域統括本社（会社）の役割
の再定義を行い，実質的な地域統括マネジメントを行う体制を整えていること，④シンガポー
ルにおけるファイナンス機能が重視されていること，である。 
 
（5）総括すると，地域統括本社（会社）の機能については地域統括マネジメントが ASEAN 地域
全体に及び，場合によってはインドなどにも統括範囲の拡大は見られるものの，実質的に担う
統括機能は限定的にならざるを得ないこと，また，機能の高度化は一部の企業で進んでいるも
のの ASEAN 経済共同体が設立されてまもないことから，その地域統括マネジメントに及ぼす影
響については，今後の ASEAN 経済共同体の動きを見つつ考察していくことが必要になっている
との結論に至った。 
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